
課題
空き家除却において、「いくらくらい必要か？何から始めるか？誰に頼むか？」が分からず具体的検討が進まない」といった
所有者課題があり、相場観を把握後に想定外の費用の場合、資力面で除却時期が先送りされてしまっている。

目的
手軽に空き家処分に伴う解体相場が分かる事で、空き家をどうするか？の検討機会を所有者に提供します。
売却や適切な管理、土地活用等の行動計画が生まれ、景観維持や防犯・防災面でまちづくりの活性化を図ります。

取組内容
①自治体版解体費用シミュレーター開発
②自治体に向けた、解体費用シミュレーターの広報、提供
③連携協定自治体向けに「解体工事の進め方」フライヤー提供
④空き家に対する所有者意識調査の実施

成果
20自治体と協定締結、70件以上の報道パブリシティ、フライヤー3.8万部発行、自治体版シミュレーター訪問数13,000件以上
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【所有者の課題】 空き家除却の知見なし

1. 何から始めて良いか? 分からない
2.  いくらかかるのか?    分からない
3.  誰に頼んでよいのか? 分からない

【自治体の課題】

1. 補助金対象でない物件所有者は検討保留され
（おとく感が無い）、そのまま放置が続くと
数年後に近隣クレーム物件になり対応負荷増へ

2. 業者紹介問合せに、事業者一覧の案内に
とどまり市民サービス向上に至らない

空き家処分の検討にあたり、解体工事の知識なく頓挫、費用面が準備できなく頓挫
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各自治体地域外の居住空き家所有者に対する情報提供の工夫は必須
→空き家所有者の居住地と空き家所在地の位置関係により、
空き家に対する意識と行動実態の差

全国約1,000名へ空き家に関する意識調査
調査方法：インターネットによる調査
調査期間：2021年8月13日～8月15日
調査対象：全国で空き家を所有する30歳以上の男女1,064名

https://www.crassone.co.jp/news/chosa_release-7/

Q 所有している空き家の活用／処分について、以下の行動を取ったことがありますか？ 県外所有者4割何もせず

Q 所有する空き家がある地域の自治体が実施する空き家対策支援の内容を知っていますか？ 県外所有者6割知らない

Q 空き家を直接確認しに行く頻度はどの程度ですか？ 県外所有者1回以上/月 3割のみ
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何から始めて良いか? 分からない
→処分に伴う解体工事の進め方のフライヤー制作 3.8万部配布
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いくらかかるのか？ 分からない
→解体費用シミュレーター開発 13,000件アクセス 2,100件の利用

過去取り扱った解体工事実績情報をもとに、
重回帰分析を用い、各種パラメータ係数を
推定し解体予想金額を算出します。
工事会社から継続的に収集した見積データに
よって、推論モデルの再学習も定期的に
行い精度向上を行っていく予定。
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いくらかかるのか？ 分からない
→解体費用シミュレーター周知啓発活動 70件を超えるパブリシティ報道

締結式 自治体HP・広報誌

ネット広告 報道パブリシティ

遠隔地の空き家所有者へ
パブリシティや広告通じコミュニケーション支援
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誰に頼んで良いのか？ 分からない
→20以上の自治体連携、地域事業者を口コミ･顧客対応力から弊社でマッチング
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本事業による期待効果

•遠隔地でも手軽

•ネットで簡単

空き家除却

概算把握

•親族会議きっかけ

•資金準備の計画

空き家の

未来検討
•残置物の整理

•利活用の修繕

適切な管理

•景観の維持

•治安の強化

まちづくり

空き家の処分は、解体費用が発生します。早期に解体費用の相場を認識することで、
親族間で空き家をどうするか？という擦り合わせがなされ、資金計画の準備も進めやすくなります。
解体費用の相場認識により、所有継続や利活用といった選択肢も加わり適切な管理推進へ

意識も高まります。特に遠隔地に居住の空き家所有者は、ネットで概算把握できるので、
行動のきっかけに繋がります。

空き家問題が所有者、相続見込み者の「ジブンゴト」にする機会提供と、
自治体窓口の市民サービス向上セットで魅力あるまちづくりの一助につながる施策として
本事業を継続的に発展させてまいります。


